記入例　所有権の移転（事業用の記載例(店舗の売却)）の場合
権 利 処 分 承 認 申 請 書
大 阪 府 知 事  様
年   月   日
	
	住所
	●●市▲▲1-2-3

	
	氏名
	 ○○　△△　　　　　　　　　  

	
の相手方
	住所
	■■市★★3-2-1

	
	氏名
	■■　★★              　　


  

新住宅市街地開発法第32条第1項の規定により、次のとおり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に関する権利の　　　　の承認を申請

します。　　店舗と敷地の両方の売買の場合、この部分は消さないでください。
１　造成宅地等又は造成宅地等である宅地の上に建築された建築物に関する事項
  （1）造成宅地等
	所在地
	契約書のとおり記入

	面積
	契約書のとおり記入


　　　　　　　　　　　
  （2）造成宅地等である宅地の上に建築された建築物
	用途
	店舗

	構造の概要
	▲▲造○階建て


※複数の建物がある場合、別途一覧表を作成してください。
  （3）（1）及び（2）の取得価額の合計額　現所有者がその物件を購入した金額を記入　円
　　　　　

２　       しようとする権利の内容及び対価
	権利の内容
	所有権

	対価
	購入者が支払う金額を記入　　　　　　　円



３　権利の        後の                                                の用途
	用途
	店舗


買戻し特約がある場合、施行者（買戻し特約の相手）の記名が必要です
※　以上の内容については、確認済です。

施行者
住　所

　　　　　名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　
備考
１　申請者が法人の場合は、「住所」欄にはその法人の主たる事務所の所在地を、「氏名」欄にはその法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２　　      及び                                               については、不要な
部分を二重線で抹消すること
３　添付書類として、次の図書を提出すること。
· 取得時の契約書（写）
· 権利設定又は移転に係る契約書（案）
· その他知事が必要と認める図書
契約形態等で異なります。代理人については委任状が必要です。
４　施行者の確認について
　　施行者から直接造成宅地等及び造成宅地等である宅地の上に建築された建築物を取得
　した場合は施行者から、施行者以外の者から取得した場合は買戻し特約を設定している
　者から、権利処分についての確認を得ること。ただし、施行者等との間に買戻し特約が設定されていない場合は、この限りでない。
※施行者は「買戻し特約」の相手です。ＵＲ（独立行政法人　都市再生機構）から物件を直接購入している場合、法律上買戻し特約が設定されることになっています。

また、不動産会社からの購入であっても買戻し特約が設定されている場合がありますので、必ず買戻し特約の有無について確認してください。
買戻し特約が有効な場合は、様式のEQ \* jc2 \* "Font:HG丸ｺﾞｼｯｸM-PRO" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(おもてめん),表面)に施行者の確認が必要です。
※取得時の契約書に買戻し特約の条項がある場合で、その後これが抹消されているときは、条項が抹消されていることがわかる登記簿謄本の写しを提出してください。
不要な部分を二重線で抹消
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